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目指す姿

材料×プロセス技術でユニークな価値を生み続けるデバイスメーカー

①注力ビジネス 増強

供給能力

車載で培った強みを展開

➂革新デバイス 創出

2倍
商品数
（AI領域）

事業規模

203０年 AI関連事業

②商品・領域 拡大

基板材料・コンデンサ 他
非連続な技術で

新たにデファクト化

× ＋2倍× 5００億円
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中期戦略

• 収益改善フェーズを終え、本格的な成長フェーズへ転換
• AI領域（インフラ＋エッジ）×競争力ある事業に集中し、グループの成長を牽引

３領域に共通する「頭脳」

AI領域

情報通信インフラ・
車載・FA課題事業の撲滅・収益性改善

注力領域

競争力ある事業への集中投資

材料×プロセス事業中心への構造転換

※材料とプロセスに明確な差異化要素を持つ高収益事業

経営実績に基づく事業の選別前中期
（2３～25年度）

中期
（2６～2８年度）

ポートフォリオ戦略

2023 2024 2025

（８.４％）

（５.0％）

（3.0％）

経営実績

１１,673

１0,836

975

543

１0,426

312

左：売上高 右：調整後営業利益

※

1.3兆円

28年度売上

（億円）
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2025 2028 2030

AI領域 市場環境認識

技術動向

データセンターへの活発な投資とAI技術進化が継続

25-30 CAGR

（B＄）

出典：Dell’Oro Group（202６年1月時点）

データセンター市場の成長

倍増

サーバー
ストレージ

ネットワーク機器
その他

＜グローバル データーセンター設備投資金額＞

集計対象

20%

1,500

500

1,000

• 異種半導体のオーケストレーションで

AIが高度化 （学習・推論・エージェント）

→データ処理量増加／大電力化
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• AI半導体周辺からインフラ＋エッジ領域へお役立ち領域を拡大

• 車載向けで培った商品群を応用展開し、AI領域に継続的に投入

当社のお役立ち領域・商品

端末への
AI搭載拡大

ADAS ロボティクス

データ処理量

爆発的増加

大電力化

技術トレンド
進化する「頭脳」のパフォーマンス最大化

サーバー電源効率の改善

スーパーキャパシタ

高機能基板材料 導電性コンデンサ

提供
価値

提供
価値

インダクタ

リレー

＋

＋NEW

応用展開

応用展開

端末

※

※:計画中

「頭脳」を支えるデバイスを
端末へ展開

AIサーバー

AI半導体

サーバーラック

周辺機器

イ
ン
フ
ラ
領
域

エ
ッ
ジ
領
域

※
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ビジネスモデルを支える強み当社のビジネスモデル

当社のビジネスモデルと強み

半導体メーカー

EMS

電子材料

デバイス

デザインイン、リファレンス活動

強固な顧客接点とブラックボックス技術を強みに、設計段階から先行提案

顧客 当社
未来予測仮説

技術動向先取り

未来仮説に基づく先取りマーケティング

他社に先行して、真似のできない価値を提供

・化学反応を伴い、真似のできない素材配合設計

・省人化した独自の連続プロセス

業界キープレイヤーとの長年培った信頼関係

複数レイヤーにまたがる立体的な顧客接点

材料×プロセスのブラックボックス技術

精度の高い仮説構築
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① 注力ビジネス増強

• 「過酷な環境」における安定稼働を高機能デバイスで実現

• 供給能力倍増し、需要成長に先回りで対応

高周波の伝送損失を抑制

高機能多層基板材料

体積当たりの実効容量大

高温環境で、大電流の安定供給を
少ない実装面積で実現

導電性高分子コンデンサ

段階的にライン増強

国内：佐賀、熊本、

海外：マレーシア、インドネシア

「過酷な環境」=AIサーバーに求められる厳しい物理的制約
例） 高速処理・大電流・高温・スペース制約・高電圧

高速信号の劣化を防ぐ
消費電力・温度上昇を抑制

特長

提供価値

グローバル５拠点体制

蘇州、 広州

郡山、台湾、アユタヤ
(27年度3Q）

(2６年度3Q） （新ライン2７年度1Q）

（）内稼働開始時期２０25  ２０30

供給能力 ２倍以上に拡大

供給体制

供給能力 ２倍以上に拡大

供給体制

特長

提供価値

２０25  ２０30

※27年4月～順次稼働

注力ビジネス

増強
商品・領域

拡大
革新デバイス

創出
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• スーパーキャパシタを投入し、サーバー電源へ領域拡大

• 半導体リファレンス獲得によりエッジ領域に展開

② 商品・領域拡大

PEC協業 CBUソリューション
   当社キャパシタをモジュール化

 26年度中量産開始予定

キャパシタ新商品投入
 顧客ニーズの多様化に対応

 第一弾を2６年度末投入予定

エッジ領域への拡大

AIの「頭脳」がエッジ領域へ拡大

AI半導体のリファレンスを獲得することで、

デバイス需要の裾野を拡大

スーパーキャパシタ

車載向け実績を活かし応用展開

「頭脳」

半導体リファレンス獲得

ADAS ロボティクス

特長

提供価値
AIサーバー電源の
電力負荷変動を吸収し、電力効率化

瞬間的に大電流を供給

商品戦略

※ CBU：Capacitor Backup Unit

注力ビジネス

増強
商品・領域

拡大
革新デバイス

創出
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③ 革新デバイス創出/今後の事業展望

設備投資・研究開発を加速し、

2028年度売上高 約2倍、30年度5,000億円超を目指す

 AI関連商材への集中投資

26～２８年度累計投資額

1,500億円 前中期比 ３倍

 研究開発強化

・スマートラボ活用拡大で開発リードタイム短縮

・オープンイノベーション加速（原理検証完了）

    非連続な技術進化で革新デバイスを創出

  ２８年度 量産を目論む

2０２５

AI関連（インフラ＋エッジ領域） 売上高

2０30
目標

5,000億円超

2０２６ 2０２８
見通し

投資・研究開発 事業目論見

インフラ領域

エッジ領域

AI半導体
周辺

4,300

2,700

2,300

内訳：基板材料・コンデンサ設備投資
  研究開発等

注力ビジネス

増強
革新デバイス

創出
商品・領域

拡大
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導電性高分子コンデンサ

参考）AIサーバーにおける当社商品の使われ方

AIサーバラック（例）

CBU

高温環境で、大電流の安定供給を
少ない実装面積で実現

高速信号の劣化を防ぐ
消費電力・温度上昇を抑制

高機能多層基板材料

GPUモジュール

メイン基板

スーパーキャパシタ 電源の電力負荷変動を吸収し電力効率化

AIサーバー
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本プレゼンテーションには、パナソニック ホールディングス株式会社（以下、当社）およびそのグループ会社(以下、当社およびグループ会社を総称して当社グループ)の「将来予想に関する記
述」に該当する情報が記載されています。本プレゼンテーションにおける記述のうち、過去または現在の事実に関するもの以外は、かかる将来予想に関する記述に該当します。これら将来予想
に関する記述は、現在入手可能な情報に鑑みてなされ当社グループの仮定および判断に基づくものであり、これには既知または未知のリスクおよび不確実性ならびにその他の要因が内在して
おり、それらの要因による影響を受けるおそれがあります。かかるリスク、不確実性およびその他の要因は、かかる将来予想に関する記述に明示的または黙示的に示される当社グループの将来に
おける業績、経営結果、財務内容に関してこれらと大幅に異なる結果をもたらすおそれがあります。当社グループは、本プレゼンテーションの日付後において、将来予想に関する記述を更新して
公表する義務を負うものではありません。投資家の皆様におかれましては、金融商品取引法に基づく今後の提出書類およびその他の当社の行う開示をご参照下さい。

なお、上記のリスク、不確実性およびその他の要因の例としては、次のものが挙げられますが、これらに限られるものではありません。かかるリスク、不確実性およびその他の要因は、当社の有価証
券報告書等にも記載されていますのでご参照下さい。

• 米州、欧州、日本、中国その他のアジア諸国等の主要市場の経済情勢の動向、特に個人消費および企業による設備投資の動向
• 多岐にわたる製品・地域市場におけるエレクトロニクス機器および部品に対する産業界や消費者の需要の変動
• ドル、ユーロ、人民元等の対円為替相場の過度な変動による、外貨建てで取引される製品・サービス等のコストおよび価格への影響
• 金利変動を含む資金調達環境の変化等による資金調達コストの増加および資金調達の制約
• 国内外における現在および将来の政治・社会状況の動向や、貿易・通商規制、開製販に関する規制等の変更による当社グループやサプライチェーンの事業活動への影響
• 気候変動を含む環境問題および責任ある調達活動（人権・労働、安全衛生、地球環境保全、情報セキュリティ、企業倫理等）に関する法規制・政策の導入・強化または
税控除・補助金の廃止・縮小

• 当社グループまたはサプライチェーンのシステムに対する不正アクセスやサイバー攻撃等による顧客情報・機密情報の外部流出、業務停止またはネットワーク接続製品の脆弱性に
起因する多大な対策費用負担の発生

• 経営戦略の推進に必要な人材の獲得や、在籍している社員の流出防止の失敗
• 多岐にわたる製品・サービス分野および主要市場の国・地域における競争力維持の成否
• 他企業との提携または企業買収等の成否
• 現在および将来における当社グループの事業再編の成否
• 原材料供給・物流の混乱や価格高騰の発生または長期化
• 企業努力を上回る価格下落圧力や製品需要の減少
• 将来の市場ニーズに応えるための技術革新の成否またはAI（人工知能）等の新たな技術の利活用遅延
• 当社グループにおけるコンプライアンス違反行為（人権・労働に関するものを含む）の発生や労働安全衛生上の重篤な事故の発生等に起因する費用負担または損失の発生
• 製品やサービスに関する何らかの欠陥・瑕疵、品質不正行為等による費用負担または損失の発生
• 当社グループが保有する知的財産権に対する侵害や第三者の知的財産権を使用する上での制約
• 法規制等への違反による行政処分、刑事処分または損害賠償訴訟
• 大規模な自然災害、感染症の世界的流行、テロ・戦争等の発生
• 当社グループが保有する有価証券およびその他の金融資産の時価や有形固定資産、のれん、繰延税金資産などの非金融資産の評価の過度な変動、その他会計上の方針や
規制の変更・強化
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